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《害評》

森建資著『雇用関係の生成

イギリス労働政策史序説一一』

(木鐸社， 19呂田年2Jl， xii +366+ xxiベージ〉

八木紀一郎

I 

本書は，現代において多数。人々自運命となっτいる“雇用"という社会関係を，あ

らためて聞いなおした著作である。 “雇用"においては，雇主 (employer，master)と

被雇用者 (employee，servanl)の関係が成立しているがj 著者は.::.(j) "関係"。内

容を自由意思による契約の産物(，意思説J)とは考えない。むLろ， 1個々の契約締結

に先古って法的身分の形ですでに予定きれJ(本書 p.49)ている“関係"がまずあり

「この関係こそが，両当事者自権利と義務を定めるJ(45)という「関係説」の立場を採

用する。両当事者が雇用関係にはいるのは契約によってではあるが， “関係"それ自体

の内容は社会的に法的関係として規定されているのである。したがってまた，国家はこ

の“関係"白法的形成に直接・間接にたえず関与するとともに，それを糸口にして社会

に介入・統制をおこなってきた。労働関係法規の整備や労働組合の協約効力の承認など，

しばしば“個人主義"から“集団主義"への転換として特徴づけられる19世紀末以来の

諸変化も，著者の立場からは， “雇用関係"が形成される社会的場の変化としてとらえ

られ与のである。

「序」によれば，著者をこの研究に引き入れたのは，労働者に関する法規が「サーパ

ント」という項目でくくられていたことへり驚きであった。雇用関係がマスターとサー

バントの関係にほかならず，資本主義的な生産関係(資本家一労働者関係〕もこの法的

“関係"の枠内で発展したという認識はj 大塚史学から出た少壮の経済史研究者をして

法学文献D密林田中にわげいらせることになった。この非妥協的なほど硬質な研究書を

貫くものが，そうした素人のみが抱きうるような素掛かっ新鮮な疑問であることは，本

書の性格士判断するうえ E指摘しておく価値りあること Eあろう。延々 200ベージ余り

を， “雇用関係"の細目についてり法律書の昆解と判例解釈の整理でうめつくした第2
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章も，一一それを読みすすめることは，いささか苦行ではあるが ，自らの内にきざ

した疑問のきし示す方向に総てをなげうって遁進した爽やかさを保持している。

イギリス経済史家でも労働法学者でもない私が本書をとりあげるのは，二つの理由が

ある。ーつは，本書が著者のいうとおり， rζれまでの市民社会論に対する批判」であ
ると同時に rとか〈平板で単純化守れがちであった市民社会像に車行きを与える」

(v)可能性をはらんだ，起爆力白ある著作であると思うからである。私は，本書で論じ

られている個々の論点目是非を専門的研究者として検討する能力をもっていないが，そ

れでも本書の主張にたいして私なりに何らかの位置づけを与えたい。いま一つは，本書

の第1章の母体となった論文を私は10年前に陸目しながら読んだことがあり， “先見の

明"(ワ〉を誇りたいという誘惑を抑えられないからである。しかし， 400ベージ近い大

冊となった本書の通読は，オリジナノレな研究が成熱し結実していくプロセスについて白

ある感慨をももたらした。それを著者に伝えたいという乙ともある。

n 

私が10年前に読んだという Dは w広島大学経済論叢~ 1， II巻(I-4，ll-l， 

2 : 1978年〉に連載された論文で，旧タイトルは「労働契約と社会の階層的構成」であ

った。これは，大幅な改稿をへて本書第1章となっているから』 この論文りうち，本書

におさめられなかった部分について言及することは著者には失礼にあたるかもしれない。

しかし私は，自分のファイル欄自なかから探し出したこの論文と本書とをみくらべて，

一つの学問的業績が完日成するフロセスとはこういうもじっかと得心するところがあった。

10年前の論文は，もちろん r権威関係」がまず前提されて「資本家的牛産関係」が成
り立っとL、う視点に一貫Lて立つものであるが，その取り担う領域からいえばーたんに

「雇用契約」の形式と内容を論じるにとどまらず，経営官僚制の成立から社会と権威の

関係に論じおよび， r資本主義国家論の展開のための一視座白提供」を意図するという，
いわば発散的なタイプD論文であった。そこには，本書40ベージに僅かに残されている

コースやサイモンの「組織の経済学」への言及だけでなく，デリンジャー=ピオ}レ田

内部労働市場理論やラディカル・エコノミストの反権威主義，さ bに社会学の諸理論等

への言及も欠けていなかった。いいかえれば，旧論文は，著者みずからが「経済と法の

境界相主交換をめ「る試論」と副題したように，研究の新たな地平を前に，著者が想像
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力を存分にはばたかせた「試論」であった。

権威 服従関係自一定のタイフが経済的な生産関係に先立つというアイデアに森氏が

つきあたったとき l 氏自前には二つの選民肢があったと d官、う。一つは，そつした権威

服従関慌を，生産過程白技術的・社会的条件によって影響を受ける実質的な関係ととら

えてl その成立と売展白パダーシを理論的に研究することであったろうu いま一つは，

それを生産渦程D条件に依存しない法的関係としてとらえ，生産過程の外部D自律的な

システムである法的過程のなかでその発展をフォロウするという，森氏の選訳した途で

ある。 1日78年の論文は，前者。アプローチに属する部分をも含んでいたが，本書の第1

章ではそれらは収録。対象外とされたのである。

それでは， 1978竿の論文に欠け， 1988年の本書第1章に備わっているものは何であろ

うかリ それは!雇用関係法(lawof master and servant) の発展過程について次の

ような要約であり， ζれ乙そは第2章に跡をとどめるヲ判例の山にわけいり，多数の法

律書心各版ごとむ変遷をおうという気甲道くなるような作業り成果なのである。

「資本ー賃労働関係は雇用関係の特殊なありつ庁なのである。 雇用関係はその中

から資本主義的生産様式が発展する母胎となった。しかし雇用関係は必ずしも資本

賃労働関係とのみ親和的であった0ではない。雇用関係の法〔特に判例法による

部分〕は主に家内奉公人とそり主人。関係をめぐる訴訟を通じて形成された。雇用

関係は或る意味で近代資本主義の対極に立つような，家(あるいはオイコス〕内部

における欲求充足と結びついて展開1.，.，そのうちから資本主義を生み出したのであ

る。J (16) 

「イギりスでは，判例法と制定法の漬み重ねの中から， 19世紀中葉までにはすべて

の雇主とザ パソトに適用される権利と義務がはっきりした姿を現わLていた。中

でも雇主の身分に付随する権利のーっとしての指揮命令権と，サーバントの服従義

務はこの関係の中核を形作った。このようにイギリス法。発展の中でj 雇用関係の

核心に命令と服従という相補的関係がおかれていたために，資本家が労働者を雇っ

た場合にも，資本家が命令を下し労働者がそれに服従することが，法的に保障され

ていたのである。しかしそれは，雇主とサ バントの法が資本王義と適合するよう

に発展させられてきたということを意味するものではない。次章品降の分析が明ら

かにするように，雇用関係法の中核部分は，家内奉公人などとその雇主との問の事
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件の中から形成されてきたのであって，資本家と労働者の聞での争いが法の発展を

促したのではなかった。J(60) 

III 

経済史家の法学へ白越昼 Eいえば，著者の師の一人である岡田与好氏の仕事 cr独占
と営業の自由』木鐸社， 1975年; r経済的自由主義』東京大学出版会， 1987年〕が想起

されるが，岡田氏の場合に1;1:，法学者のドグマティーク的思考様式を経済政策史に体現

された歴史科学D思考様式によって批判するものであった。 I営業の自由」という同一

白規範でも，それがど白ような歴史的段階で誰によって担われるかによってその社会的

意義は異なる。こういう視角からD批判においては，法や社会規範の自律的な性格はl

ひとまずは，視野の外におかれτいた。だがj 森氏白場合には，むしろ ζ司自律性に正

当な価値を与えることが課題なDである。したがって，本書が法学へ0批判を含むとし

ても，それは法学者が自らの領域自体において十分にコンジステントではないj という

種類のものになる。

著者は，労働法学者たもの議論が，生産過程における賃金労働者の従属と近代社会の

法的毛デノレにおける個人の人格的独立とのディレンマにとらわれているのを発見して，

フラストレーションをおこしたようである。著者によれば，前者が法的にも確定した従

属的関係〈サーパン f!)であることを承認するならば，個人の自由意思にすべてを帰

着させる後者自法的モデルが改訂されなければなbないのである。労働者が雇主に提供

しーにいるのは彼白「労働力」であるというわが国D労働法学界における“通説"も，著

者自みるところでは，一方では「労樹力」と労脱者の不可分をいうことに上って労働者

の雇主にたいサる服従や論じながら!他方で「労働力」を人格的自由を保持しながら譲

渡しうる商品とみることによって，後者のそデノレも保存しようというオブスキュランテ

イズムにほかならない。日

1l 著者の批判は「マルクス経済学」町基礎概志の理解にもかかわっている。私は， r雇用契約を
通じてできる関係においては，労働も労働力も商品 Cあつによとはないし，売買も賃貸借も成立

していない，J(322)というのは，法的事実の指摘であるにとどまらず，問題は物神的な“商品形

態'ではなくそれを成り立たせる“生産関需'である! というマノレタスの基本命題を再唯認する

ためり出発点であると思う。等価交換を前提とした流通で利百(剰余価値〉が生まれるというデ

ィレンマを「労働力」という特殊な商品で解決するという『資本論』転化論の〈だりはj 菩積と

再生産論によって実質がはじめて与えられる闘揮者T表面的に述べた志のにすぎなL、。
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もちろん，著者は事態白経済学的考察において，資本一賃労働関係を市場cr労働市
場」り として考察することや，そこで販売され，他人の処分権にゆだねられる“商品"

を「労働)JJとよぶζ とにたいし E異論を唱えでいるわけではないだろう o しかし，

「労働力」が譲渡され他人によって処分可能となるという ζとは， とりもなおさず，労

働者が雇主の労働指揮権のもとに服する正いうと正であり，そうした支配ー従属関係

cr雇用関係』が法的に確立していなければ， r労働力」が“商品"として需要される
こともないであろう。つまり，経済学的考察は定の法的諸関係の確立を前提して可

能になる性格のものだと著者は考えるのであろう。

言うまでもな<，ζ うした諸関係も，実際に個々人がそれにしたがって行為しなけれ

ば可飽的な関係ではあっても，実現きれた関係ではない。しかし，社会においては，個

々人目意思をこえ ζ社会的に公認された主配ー従属関係。可能的なタイプがく法〉とし

て存在しているのであり，それらの関係り総体がそD社会の法構造なりである。契約に

おいて表明される個人の意思は，それらの関係の選択でなければ， <法〉には規定され

ていない事項についてC約定にとどまる。著者は言う 「もし二人。人聞が両者の関係

のあり方自すべてを自由に設定したりならば，それはもはや雇用関係ではない。あたか

も自由な男女の関係が夫婦関係ではないように。J(21) 

したがって，本書が「これまで白市民社会論に対する批判」であるというとき，それ

はたんにく経済〉→く法〉という矢印を逆転させることだけでなく，個人主義的な法モ

デル (r意思説J)にたいしてく法〉の社会的・構造的な見万を噂入しようとしている白

だ，ということも認識しなければならない。

IV 

著者の主張D第一段は，そうした支配従属関係 (r雇用関係J)が資本主義によって

うみだされたのではなく，むしろ資本主義の方が，既存の支配ー従属関係の法を利用し

そり内で発展した， というよとである。だが， <経済〉→〈法〉という従来の把埋にた

いしてく法〉→〈経済〉へと矢印を逆転させるこり研究が，ニワトリが先かタマコが先

かという議論に陥らない保証はあるりだろうか。第ーにはJ もっとも単純化された場合，

それは資本主義白成立以前にすでに資本主義に適合的な法的関係が成立していたとか，

資本主義の成立以前もその確立・発展後も社会の法的構造は不変だということになりか
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ねない。資本主義的従属はそれ以前の従属形態〈奴隷制・隷農制等〕とは異なるとL、ぅ

直観は個人主義的な「市民社会」モデルに人々が固執する根拠であるが，奴隷と賃労働

者目差異を強調することを一種のイデオロギー(“自由労働制=イデオロギー")として

論じた第G章のア fロニカルな語りロにもみられるように，本書においてはこの直観に

?とし、する正当な応接ば欠けているように思えるu 経済学的にいえば，流通・交換〔より

リアルにいえば「取引Ilにおける主骨性， 法学的にいえば「契約四自由Jの契機は，

「関係説」的立場をとるとしてもj 少な〈とも十分に確立したく法〉的規定が存在して

いないかぎりでは1 生きているはずである。経済的諸関係の発展に7 従来のく法〉的諸

関係からすれば重要でなFったものが重要となり，隙間にすぎなかったもりがその内容

を充実させていくという変化がともなうとすれば，こうした「自由」も大きな意味をも

ってこないであろうか。

勿論， こり本が「雇用関係」をただ前提するのではな<.その「生成」を研究してい

ることは，著者がそうした単純な立場をとっているりではないことを示すG 著者の主張

の第三段は，法的関係の発展は法岡有田ロジッグにし売がうのであり， r雇用関係」の
場合，その発展は世帯内サーバントの扱いをめぐっておきた， ということである。しか

し， この第二段にたいしても，そうした家内部の係争による法的発展も資本主義やそれ

にともなう流通経済白展開・浸透の反作用とみることができるのではないかj と問うこ

とが可能であろう。さらにまた，たとえそれが「雇用関係J0;法的規定にとって発展的

要因ではなかったとしても，工場労働者への master-servant関係の適用が実際にどの

ようにおこなわれたかについて白判倒的説明も欲しかったと思う。

さらに「雇用関係」と「家族関係」の同型性を論じた第3章，動揺した階層的秩序の再

構築の企図として19世紀前半における社会政策を解釈する第4章に進むと，著者は，旧

論文で自らの課題と明言司した「国家論」の領域に入りこんでいる。国家は，雇用関係と家

族関係という内部に従属を含む私的関係を「公認された関係」として保護することによ

ってそ白内容をコントロールする。他方，国家は諸種の社会政策立法(救貧法』浮浪者

法等〉をつうじて社会を帯成する諸階層を体系的に整序することに関心を払うが，そこ

には家族の秩序も有機的な構成部分となっていた。著者によれば， 19世紀の前半， r雇
用関係」において支配一一従属関係が強化される 方白状況下で，公的救済に依存しない

労働者のく独立〉が賞揚されたのは，産業革命によって大量に登場した雇用労働者を再
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建された階層秩序の中 Ji:.. 'に位置づけたことになる。労働者は転落をさけ上昇をはかるた

めにも，家族を背負い，階層秩序と従属を自発的に受け入れるよう定められたのである。

これは，個人主義的な「市民社会像」の改訂を国家論にまで発展させた，著者第三段の

主張といってよいだろう。

この第3，4章においては，それに先行する第1，2章で著者が言及することを抑制

していたと思われる法関係以外の諸要因があbわれはじめている。しかし，いまなお明

示的にではない。それらの諸要因そのもりではなく j むしろ』そうした諾要因の作用を

再構築される〈法〉関係と階層秩序の中に包みこもうとするく国家〉が主題なのである。

第3章では，家族関係と雇用関係。同型性が家族関係白方から崩れはじめると言われて

いるが，家族関係における従属の弱化四原因については何も述べられていない。第4章

では，労働者のく独立〉という観念が登場するが， これも本書D中ではいささか唐突で

ある。乙乙で，著者は， <独立〉が様々な立場から争って論じられる価値であり，労働

組合に結集した職工たちはみずからの熟練を基礎として独立的な地位を得たことにも言

及しているのこうした要因は， <国家〉というヨリ高次白次売を理論的に想定してはじ

めて，従属関係先行説というべき本書の視点と共存しうるであろう。そのように考える

と，著者の見解の第一段，第二段についての私の批判的コメントにしても，著者のく国

家〉論に包接される議論になるのかもしれない。"

V 

次に，本書0)行論からは少し離れるが，著者の設定ヲる問題目枠組みにかかわって 3

点のつメ Y トを述べておきたし、。

第一ほ，本書が「雇用関係Jiという訣的形式を主題eして択ぴ左り，それに包摂きれ

るべき権威一服従関係の実質を論じなかったことに関してである。著者は，現代のイギ

リスのみならず，現代の日本でも，また多くの社会主義国でも「雇用関係」が支配的で

あると考えているようであるが，同型。法的形式が存続しうる，あるいは移植されうる

2) i序」で語られた著者の研究計画によれば，著者の関心は「なぜ〈独立〉が，賃労働者を特徴つ
けるもりとなったかを問うことにあり，また賃労倒者のく独立〉が，現代に至るまでにどのよう

に変化を辿ることになるむかを跡付けることにあった。J(v)封働者。〈従属〉を解明しようと
した本書は「そのための第一歩」にすぎず. i封働者のく独立〉や国家の政策」を明示的にとり
あげる研究がこれに続〈かむようである。
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ことの実質的な根拠，さらには，その形式が異なる条件のもとに移植されたときの実質

的な変化については言及することがない。とくに，雇主の直接的コントロール下にある

家内サーパントではない労働者についても，そう Lた支配形式が存続Lえた根拠が知り

たいと思う。支配関係それ自仏は，私の考えでは，むしろ実質にかかわる事態であって，

労働者が主導的になる可能性も排除されていないロ権威服従関係が実質的にも効力を

もっていなければ労働者を雇うはずがない左いうのは雇主の側の主張であ勺て，労働者

白骨lからすれば，雇主(資本家〉以上に生産過程を知悉した自分たちが生産において主

人となって何が患いのかという主張がありうるりである。したがって，そのような可能

性が排除される根拠も論じられなければ，議論は完結しない。

本書ではこの点に関しては，支配形式が内面から受容されるか，法。発動によって外

面的に強制されるかの区別はあるにせよ， く法〉あるがゆえに支配もあるという説明し

か存在しない。しかし，著者が次の研究段階において「労働者のく独立>Jをとりあっ

かう際に ζ うした世界にとどまるとすれば，本書第5章のような「自由労働=イデオロ

ギー」論になってしまうであろうロだが，支配関係を実質において捉えるとき，本書に

おいては意識的に避けられた経済学の領域が出現する。生産過程(および分業〕の編成

様式，技術D型，社会的生産構造，そして労働者四経済的従属の存続のメカ zズム， こ

れらはみな経済学的研究の主来的な課題である。"

第二点は， r雇用関係Jと資本一賃労働関係の接点をどこに求めるかということに関
してである。著者は，それを生産過程における指揮服従関係に求める。資本家と労働

者自生産過程における関係は，マスターに対するザーパントり版従というョリー般的な

関係が生産過程におい亡あらわれたにすぎないとみるわけである。しかし，マスター・

サーパント関係はかならずしも，経済的関係〈生産や流通と結びついた関係〉であると

は限らない。両者を共通部分をもっ二つの集舎と考土るJとすると，両者の共通部分とし

てはこ白生産・流通と結びついた関係のなかで支配関係がどのような形で出現している

かを考えるべきである。私は，この点で生産物の雇主へり帰属という事態を重視したい。

支配 服従関係の実質は様々であり，ときには，雇主は優秀かっ善良な雇人に仕事場を

の もちろん，私はそれらが既に完成きれた理論とLて存在しているというつもりはない。それら
がどのような形で経済学の担野におさめられるかについて示唆を与えるものとして，飯屠要『産
業町社会的制問， (日本評静社， 1981年〉第3，4章をあげて如きたい。
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まかせるかもしれないがj そり場合でも』生産物の所有権が雇主に帰属L，その販売収

益が雇主のものになることには例外はない。この事態についてはイギリス法内部での議

論は乏しいらLく，まとまったかたちでは論じられ亡いないが，生産過程における労働

者の従属同様に，個々人の意思をこえて社会的に貫徹する支配関係として，一度は問題

ときわるべ雪事態であると思うf

民法にしたがえば』財をつくりだす生産者は，その財に対する所有権を主張しうるは

ずであるが，この“加工の法理"が賃封{動には適用された例はない。支配一服従関係は，

労働=生産過程にあるだけでなしそれを包みこむそり所有者的総括白体制としても存

在しているのである。もし，そうした領有関係がなければ，労働者が資本家に彼の提供

する生産設備のレンタル料!あるいは資金提供への報酬を支払うという条件で生産物を

取得し，したがってサーン園ヲλ 〈利潤)1s出れば，それを取得する目は労働者側である

ということがおこりうるであろう。民法にせよ，近代経済学にせよ，交換D対等性をは

じめから前提にし介議論では，生産物を得呂ものが資本家であろ弓が，告働者であろう

が，無差別である。だが， “加工の法理"が停止され，賃金だけしか請求できない純粋

な経済的給付として労働がおこなわれるということがj 生産の成果を雇主に与えさせ，

経済的循環=再生産の支配権を彼にあたえる。生産過程における支配の実質的貫徹がど

のようであれ，雇主はこの生直物支配在において資本家となるりであり，この外部に聞

かれた迂回路F ら生産過程における支配を確立する道をきりひらくことができるのでは

ないだろうか。

第三点lま』著者のいう「イデオロギー」にかんしてである。著者は! く自由意思〉と

かく契約万能〉白考土方をイデオロギ だとみなす。その方で， r関係説J"'<関係〉

をく法〉とよみかえ，そのく法〉が確定した明示的なも白であるかのような表現をして

いる。しかし，既成事実としての支配的関係，法曹を含む社会の支配層がみなマスター

4) この点に私の関心を最初によびさましたりは，カ ン=フ戸イシ)のレンナ 『私法制度の社

会的機能』に対する注解(16わであった。そこでは，次りような文章がある。 r雇用関係からの
加工の法理の陪黙裡の除外は，平等りソィクションと和解させることは困難 Cあるが，現代目雇

用契約の社会的性質を従属関保として認識する点では完全である。J(Karl Renner. The institu-
tions of pri vate la w 出ldtheir social functions， edited by O. Kahn-Freund， reprint 1976， 

London， p. 175)この点は，フーゴー=シンツハイマーの従属労働論〈塾沼謙一訳『労働法原理』
東京大学出版会〉や浅井清信『雇傭j (日本許晶討上.1950年〕に町いてもかなり重視さ札ている

在だが 本書では22ベーヅ注目などを除いては後景にしりぞいてL、るロ
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であるがゆえの階級的イデオロギーとして「雇用関係」を考えてはいけないのか。<自

由〉のみならず， く支配〉にもまたイデオロギーがありうる。家族関係と親和的な家内

サーパン]白地位でもって工場労働者を律するとき 7 そこには現実からり遊離が生じて

いる。だからこそ，第4章で論じられたような社会白階層的秩序の再構築が必要になっ

たのではないだろうか。このように考えていくと， <イデオロギー〉と〈法〉の境界は，

それほど自明とは思われな〈なる。複数り現実解釈，複数の規範がありうるとしl その

うえに支配的なく法〉構造が成立するとすればj 私たちはその社会の生産ニ再生産の詰

関係とそのなかでの諸階級・諸階層・国家機構の位置づけという古典的な社会科学的分

析に投げかえされるのではないだろうか。

旧論文の冒頭近くでj 著者は次のようなことわり書きをしていた

「本摘は『経済学批判』の序言にお円る公式に関する俗流化された伝統的解釈と対

立する立場をとろうとするもりではあっても， r序言」と央なった公式を提出する
意関がないのみならず，本稿では法と物質的牛産関係がきりはなされ，その点で本

稿の批判しようとする伝統的解釈と同様の交互作用論の次元にとどまっているとい

う予想されうる批判に甘んじる。」

これまでみてきたように1 旧論文以降の研究において著者は，法の形成機構が自律的

な性格をもつことを確認しただけでなく，国家に社会の階層秩序を維持・再編成すると

いう役割をわりあてた。それは，たしかにく法〉とく国家〉をその個別的な過程におい

てではなく，グローパルな形で導入した画期的な頁献といっ ζよいだろう。しかし，に

もかかわらずj それらはやはり社会の〈法〉あるいはく規範〉の次元にとどまコた(あ

るいは自己限定した〉仕事であること忙は違いない。いったんは著者の主張を承認する

とし℃も，なぜ乙のようなタイプ白〈法〉が支配するのかとか，なぜこのようなく法〉

の形成機沖茸になるむか， と問うならば，かつてアルチュセーノレが“重層的決定"と称し

たようなレベルで国家と生産諸関係を問う問題が出てくる。この点でz 著者が本書にお

ける 7 ノレグスとの対質を「労働力商品」白法的性格如何といういささかマイナーな領域

に限定したのは7 残念なことと言わざるをえない。

〔後記〉

1本書評の事筆にあたっては， 1988年9月のある研究会席上での，本書を出ぐるデ

ィスカッションが有益であった。そのさいに私とともに本書の紹介にあたった本学
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大学院生白森岡邦泰，横山史生の両君には， と〈に謝意を表したい。

zこ白書評D ドラフトを読まれた森建資民は，詳細なコメントを私信で伝えられた

上，宜接討論しあう機会を提供された。生産物の雇主帰属という論点を本書ほとり

あげていなし、，という当初心記述は，そり結果，現在白ように改められた。その他

の点に関しても，森氏は.私の理解・表現について疑問を出され，また「実質」と

か「隙間Jをもちだす私自議論に対してやや懐疑的な態度を示された。

3本書の書評として私の目にとまったものは， w木鐸~ No， 52に寄せられた椎名重

明，木下毅，兵藤剖3氏の文章。他， w日本労働協会雑誌』第30巻11号(1988年11

月号〕東条由紀彦氏筆， w土地制度史学」第31巻 3号 (1989年4月号〉石田真氏筆，

『社会経済史学』第54巻6号 0989年3月号〉若尾補司氏筆がある。

(1989年8月8口〉


